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【1】調査結果概要 

 

企業概要について 

（１）業種 
 

「その他」が 12.6％と最も高く、次いで「建設業」が 12.2％、「宿泊業、飲食サービス業」が

11.3％となっている。 

 

 

 

（２）従業員数 
 

「5 人以下」が 46.1％と最も高く、次いで「6～20 人」が 32.0％、「21～50 人」が 13.3％と

なっている。 

  

全  体 (n=720) 12.2 3.5 3.3 3.2 5.8 9.0 9.7 9.0 11.3 2.4 8.3 6.9 12.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業 製造業

情報通信業 運輸業、郵便業

卸売業 小売業

不動産業、物品賃貸業 学術研究、専門技術・サービス業

宿泊業、飲食サービス業 生活関連サービス業、娯楽業

医療、福祉 サービス業

その他

(n = 690)

5 人以下

46.1%

6 ～20人

32.0%

21～50人

13.3%

51～100 人

5.5%

100 ～300 人

2.8%
300 人以上

0.3%
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（３）設立年数 

 

「10 年以上 20 年未満」が 33.5％と最も高く、次いで「10 年未満」が 28.0％、「30 年以上」

が 22.1％となっている。 
 

 

 

 

（４）経営理念は明文化されているか 

 

「明文化している」は 57.2％、「明文化していない」は 42.8％であった。  
 

 

 

 

（５）経営計画は策定されているか 

 

「策定している」は 55.1％、「策定していない」は 44.9％であった。  
 

 

 

  

全  体 (n=511) 28.0 33.5 16.4 22.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10年未満 10年以上20年未満 20年以上30年未満 30年以上

全  体 (n=717) 57.2 42.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明文化している 明文化していない

全  体 (n=717) 55.1 44.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

策定している 策定していない
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（６）同業他社と比較した際の自社の経営資源・経営力の優劣  

 

【ヒト】  

「人材」では「優れている」と回答した企業は 29.3％、「組織力」では 18.2％となっている。 

【モノ】  

「商品（製品）・サービス力」では「優れている」と回答した企業が 36.4％と他の項目に比べ

て高くなっているが、その他の項目では 20％未満にとどまっている。 

一方、「マーケティング力」では「劣っている」が 28.4％と他の項目に比べて高くなっている。 

【カネ】  

「資金力」では「優れている」と回答した企業が 16.4％であったのに対し、「劣っている」は

33.6％と「優れている」の割合を大きく上回っている。 

【情報】  

「情報収集力」、「IT 活用力」では「優れている」と回答した企業はどちらも 20％未満にとど

まっており、「IT 活用力」では「劣っている」が 34.6％と「優れている」の割合を大きく上回

っている。 

 
  

【ヒト】

人材 (n=710)

組織力 (n=708)

【モノ】

商品（製品）・サービス力 (n=685)

生産力 (n=663)

流通 (n=647)

マーケティング力 (n=666)

商品（製品）開発力 (n=660)

独自の技術・特許 (n=662)

【カネ】

資金力 (n=709)

【情報】

情報収集力 (n=706)

IT活用力 (n=706)

29.3

18.2

36.4

17.6

12.1

13.5

17.4

19.5

16.4

18.1

14.2

56.8

61.0

57.5

66.2

71.3

58.1

60.8

59.5

50.1

64.6

51.3

13.9

20.8

6.1

16.1

16.7

28.4

21.8

21.0

33.6

17.3

34.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

優れている 同程度である 劣っている
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１．人材の育成・定着について 

（１）育成について行っている取組内容 

 

「社外の教育・研修・講演会への派遣」が 36.7％と最も高く、次いで「社内での教育・研修・

講演会の実施」が 33.6％、「特に取り組んでいない」が 31.4％となっている。  

 

 
 

 

（２）育成における課題 

 

【中核人材】では、「指導・育成を行う能力のある社員がいない、もしくは不足している」が

42.5％と最も高く、次いで「指導・育成のノウハウが社内に蓄積していない」が 30.3％、「社員

が多忙で、教育を受けている時間がない」が 27.5％となっている。  

【労働人材】では、「社員が多忙で、教育を受けている時間がない」が 30.6％と最も高く、次

いで「指導・育成を行う能力のある社員がいない、もしくは不足している」が 28.9％、「特に課

題はない」が 28.8％となっている。  

 

   

(n = 708)

社外の教育・研修・講演会への派遣

社内での教育・研修・講演会の実施

社員の自主的な学習への時間的支援

社外との人事交流/ 企業連携

資格取得に対する報奨金等の支給

技能・能力テストの実施

計画的なＯＪＴ

特に取り組んでいない

その他

36.7

33.6

20.5

17.1

26.0

4.9

8.9

31.4

2.1

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

指導・育成を行う能力のある社員がいない、もしくは不足している

社員が多忙で、教育を受けている時間がない

指導・育成のノウハウが社内に蓄積していない

現場での先輩から後輩への技術やノウハウの継承が上手くいかない

人材育成のために必要となる費用を捻出できない

人材の訓練・育成のための設備や施設が社内にない、もしくは不足してい

る

社内のニーズにマッチする施策やプログラムがない

外部機関を利用したいが、適切な機関がわからない

特に課題はない

その他

42.5

27.5

30.3

14.4

12.0

11.5

8.6

6.1

26.0

2.1

0.0

28.9

30.6

25.1

20.4

12.6

12.1

8.4

4.9

28.8

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

中核人材(n=661)

労働人材(n=653)
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（３）人材の定着についての取組内容 

 

「時間外労働の削減・休暇制度の利用促進」が 42.7％と最も高く、次いで「能力や適性に応

じた昇給・昇進」が 41.7％、「成果や業務内容に応じた人事評価」が 33.9％となっている。  
 

 

 

（４）人材の活用がしやすくなる支援策 

 

「雇用に関する助成金・補助金制度」が 36.8％と最も高く、次いで「人材育成に関する助成

金・補助金制度」が 35.6％、「特に求める支援策はない」が 25.9％となっている。  
 

 

 

  

(n = 709)

他社よりも高い賃金水準の確保

成果や業務内容に応じた人事評価

能力や適性に応じた昇給・昇進

時間外労働の削減・休暇制度の利用促進

勤務時間の弾力化( フレックスタイム制・短時間勤務等)

作業負担軽減や業務上安全確保の徹底

職場環境・人間関係への配慮( ハラスメント防止等）

育児・介護にかかる補助・手当

家賃・住宅の補助・手当

研修・能力開発支援

メンター制度等の各種サポート

キャリアプランやライフプラン、希望に応じた配置に関す

る相談体制の確保

特に取り組んでいない

その他

23.1

33.9

41.7

42.7

24.4

19.5

30.2

13.3

10.9

17.2

3.4

6.9

19.3

2.3

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

(n = 703)

経営相談窓口の設置

専門家、指導者の派遣、支援機関の紹介

企業間の人材マッチング支援

合同就職説明会、面接会の開催

多業種交流会の開催

セミナー、研修会の開催

低金利融資、無担保融資

雇用に関する助成金・補助金制度

人材育成に関する助成金・補助金制度

働き方改革に関する助成金・補助金制度

選択肢「８～10」以外に関する助成金・補助金制度

取組成功事例紹介

HP、SNS 、ECサイト等インターネットの活用支援

市によるPR活動

特に求める支援策はない

その他

8.1

12.5

12.4

5.5

7.4

19.2

14.7

36.8

35.6

25.2

11.7

9.1

7.4

3.3

25.9

3.3

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%
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２．事業承継（会社の経営を後継者に引き継ぐこと）について 

（１）2015 年以降の事業承継の実施有無 

 

「実施した」は 21.0％、「実施していない」は 79.0％であった。  
 

 

 

 

（２）事業承継に対する意向 

 

「まだ考えていない」が 44.9％と最も高く、次いで「事業承継を検討（事業譲渡や売却を含

む）」が 24.6％、「答えられない」が 16.7％となっている。  

 

 

 

  

全  体 (n=714) 21.0 79.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実施した 実施していない

全  体 (n=552) 24.6 9.2 4.5 44.9 16.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業承継を検討（事業譲渡や売却を含む） 自分の代での廃業を検討

事業承継と廃業のいずれかで迷っている まだ考えていない

答えられない
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（３）実施・検討するうえでの課題 

 

「事業の将来性」が 37.1％と最も高く、次いで「後継者の経営力育成」が 31.7％、「後継者を

補佐する人材の確保」が 25.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）事業承継が進めやすくなる支援策 

 

「特に求める支援策はない」が 38.8％と最も高く、次いで「助成金・補助金制度」が 27.1％、

「専門家、指導者の派遣、支援機関の紹介」および「低金利融資、無担保融資」が 17.3％とな

っている。  

 

 

 

 

  

(n = 672)

近年の業績

事業の将来性

後継者を探すこと

後継者の了承を得ること

後継者の経営力育成

後継者を補佐する人材の確保

取引先との関係維持

従業員との関係維持

金融機関との調整（個人保証等）

特にない

その他

22.3

37.1

22.5

11.8

31.7

25.9

17.0

22.9

14.3

24.4

2.5

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

(n = 672)

経営相談窓口の設置

専門家、指導者の派遣、支援機関の紹介

企業間の人材マッチング支援

多業種交流会の開催

セミナー、研修会の開催

協働企業のマッチング支援

低金利融資、無担保融資

助成金・補助金制度

取組成功事例紹介

HP、SNS 、ECサイト等インターネットの活用支援

市場、商圏情報の提供

市によるPR活動

特に求める支援策はない

その他

15.6

17.3

8.2

7.1

11.2

6.4

17.3

27.1

10.0

5.5

4.6

2.1

38.8

3.4

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%
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３．資金調達（融資）について 

（１）2020 年 1 月以降に新たな借入を行ったか 

 

「新たな借入を行った」は 45.1％、「新たな借入を行っていない」は 54.9％であった。  
 

 
 
 
 

（２）コロナ禍を機とした借入金の使い道 

 

「当面の資金繰り（人件費・家賃の支払い等）」が 75.5％と最も高く、次いで「手元現預金の

積み増し」が 40.1％、「既存設備の維持・更新」が 18.0％となっている。  
 

 

 

  

全  体 (n=721) 45.1 54.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新たな借入を行った 新たな借入を行っていない

(n = 322)

当面の資金繰り（人件費・家賃の支払い等）

手元現預金の積み増し

人材投資

デジタル化への投資

既存設備の維持・更新

生産能力増強・効率化を目的とした設備投資

新商品（新製品）・新サービスの開発

M&A ・業務提携

新規事業の立ち上げ

余剰人員の削減（退職金、再就職先斡旋等）

その他

75.5

40.1

8.1

7.8

18.0

9.9

7.5

1.2

6.5

0.9

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%
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（３）新たに借入の申し込みを検討しているか 

 

「申し込む予定はない」が 49.9％と最も高く、次いで「具体的な予定はないが、今後業績の

悪化、若しくは、コロナの影響が長期化すれば改めて検討する」が 40.1％、「申し込みを検討中」

が 10.0％となっている。 

 

 

 

 

（４）今後の追加借入金の使い道 

 

「当面の資金繰り（人件費・家賃の支払い等）」が 57.1％と最も高く、次いで「新規事業の立

ち上げ」が 30.0％、「手元現預金の積み増し」が 24.3％となっている。 

 

 

 

  

全  体 (n=709) 10.0 40.1 49.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

申し込みを検討中

具体的な予定はないが、今後業績の悪化、若しくは、コロナの影響が長期化すれば改めて検討する

申し込む予定はない

(n = 70)

当面の資金繰り（人件費・家賃の支払い等）

手元現預金の積み増し

人材投資

デジタル化への投資

既存設備の維持・更新

生産能力増強・効率化を目的とした設備投資

新商品（新製品）・新サービスの開発

M&A ・業務提携

新規事業の立ち上げ

余剰人員の削減（退職金、再就職先斡旋等）

その他

57.1

24.3

10.0

7.1

22.9

15.7

18.6

0.0

30.0

0.0

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
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４．デジタル化について 

（１）現在取り組んでいる項目・今後取り組みたい項目  
 

【現在取り組んでいる項目】では、「経理・会計・財務管理」が 44.8％と最も高く、次いで「業

務管理」が 32.8％、「特にない」が 25.0％となっている。  

【今後取り組みたい項目】では、「業務管理」が 26.5％と最も高く、次いで「特にない」が 24.5％、

「人事・労務管理」が 22.1％となっている。  

 

 

（２）デジタル化を推進する上での課題 
 

「デジタル化を推進できる人材がいない」が 32.6％と最も高く、次いで「従業員が IT ツール・

システムを使いこなせない」が 29.1％、「導入・運用のコストが負担できない」が 24.5％となっ

ている。  

 

 

 

  

研究開発・商品企画

生産加工

在庫管理

仕入・調達

流通・販売

保守・アフターサービス

業務管理

社内コミュニケーション

人事・労務管理

経理・会計・財務管理

広報

他社連携

特にない

その他

7.0

3.6

11.7

11.5

12.3

4.7

32.8

23.9

24.5

44.8

14.6

4.9

25.0

2.8

0.0

12.4

4.6

12.9

11.3

12.9

7.2

26.5

14.7

22.1

21.8

12.3

8.0

24.5

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50%

現在取り組んでいる項目

(n=616)

今後取り組みたい項目

(n=611)

(n = 697)

デジタル化を推進できる人材がいない

従業員がITツール・システムを使いこなせない

導入・運用のコストが負担できない

情報流出が懸念される

適切なITツール・システムが分からない

既存システムからの切り替えが難しい

適切な連携先・相談先が見つからない

トラブル発生時の対応が困難

費用対効果がわからない・測りにくい

取組は行っているが成果・収益が上がらない

どの分野・業務をデジタル化するべきかわからない

特に課題はない

その他

32.6

29.1

24.5

13.8

21.4

16.5

6.9

17.1

20.5

5.0

7.7

24.2

2.6

0% 10% 20% 30% 40%
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（３）デジタル化の浸透状況 

 

「作業単位のデジタル化」が 45.9％と最も高く、次いで「デジタル化による業務の効率化は

図られていない」が 26.7％、「業務・部門単位のデジタル化」が 22.7％となっている。  
 

 

 

 

（４）デジタル化や DX が推進しやすくなる支援策 

 

「設備投資に関する助成金・補助金制度」が 33.5％と最も高く、次いで「セミナー、研修会

の開催」が 26.0％、「専門家、指導者の派遣、支援機関の紹介」が 24.3％となっている。  
 

 

  

全  体 (n=671) 26.7 45.9 22.7 4.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

デジタル化による業務の効率化は図られていない

作業単位のデジタル化

業務・部門単位のデジタル化

全社的なデジタル化

(n = 680)

経営相談窓口の設置

専門家、指導者の派遣、支援機関の紹介

デジタル人材の紹介

セミナー、研修会の開催

協働企業のマッチング支援

低金利融資、無担保融資

雇用に関する助成金・補助金制度

設備投資に関する助成金・補助金制度

研究開発に関する助成金・補助金制度

上記の選択肢「７～９」以外に関する助成金・補助金制度

取組成功事例紹介

HP、SNS 、ECサイト等インターネットの活用支援

市によるPR活動

特に求める支援策はない

その他

11.2

24.3

19.9

26.0

4.6

15.9

20.6

33.5

14.1

11.0

16.0

9.1

3.4

24.1

2.9

0% 10% 20% 30% 40%
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５．仕入・販売の状況、販路開拓について 

（１-ａ）最も取引額が大きい仕入市場 

 

全ての時期で「県内」が最も高く、各時期で大きな差はみられない。 

 

 

 

（１-ｂ）最も取引額が大きい販売市場 

 

全ての時期で「県内」が最も高くなっている。また、「県外（国内）」では「感染症収束後」が

他の時期と比べて高くなっている。  

 

 

 

 

  

感染症拡大前 (n=634)

現在 (n=632)

感染症収束後 (n=634)

15.3

15.0

14.0

56.2

57.4

54.9

25.6

24.7

27.4

3.0

2.8

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市内 県内 県外（国内） 海外

感染症拡大前 (n=635)

現在 (n=635)

感染症収束後 (n=634)

14.8

14.3

12.6

67.9

69.8

62.9

16.1

15.6

20.8

1.3

0.3

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市内 県内 県外（国内） 海外



14 

 

 

（２）販路開拓の取組状況/既存市場・新規市場 
 

【既存市場】では、「実施している」が 40.4％と最も高く、次いで「検討していない」が 34.9％、

「検討している」が 24.7％となっている。  

【新規市場】では、「検討していない」が 39.9％と最も高く、次いで「検討している」が 38.0％、

「実施している」が 22.1％となっている。  
 

 

 

（３）販路開拓の課題/既存市場・新規市場 
 

【既存市場】では、「新規顧客開拓ができる営業の人材がいない」が 29.8％と最も高く、次い

で「情報収集･分析をする人材がいない」が 29.0％、「企画立案をする人材がいない」が 25.0％

となっている。  

【新規市場】では、「情報収集･分析をする人材がいない」が 32.5％と最も高く、次いで「新

規顧客開拓ができる営業の人材がいない」が 31.6％、「企画立案をする人材がいない」が 30.4％

となっている。  
 

   

既存市場 (n=671)

新規市場 (n=671)

40.4

22.1

24.7

38.0

34.9

39.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実施している 検討している 検討していない

情報収集･ 分析をする人材がいない

企画立案をする人材がいない

新規顧客開拓ができる営業の人材がいない

外国語対応できる人材がいない

社外ネットワークや相談相手がいない

販売促進資料がない

販売チャネルを確保するのが難しい

販路開拓をするための時間がない

販路開拓を実施するための資金がない

市場のニーズを把握することが難しい

市場の規模や商圏を把握することが難しい

自社の強みを活かせる市場の特定が難しい

自社のＰＲがうまくいかない

ＩＴの活用が不十分

物流コストが高い

その他

29.0

25.0

29.8

6.9

6.7

6.2

9.8

13.1

10.2

9.8

6.7

8.2

14.5

14.7

7.8

8.9

32.5

30.4

31.6

9.5

4.5

8.0

11.6

17.1

10.9

14.4

9.1

13.6

10.5

14.7

7.5

8.0

0% 10% 20% 30% 40%

既存市場(n=551)

新規市場(n=550)
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（４）販路開拓が進めやすくなる支援策 

 

「特に求める支援策はない」が 28.1％と最も高く、次いで「設備投資に関する助成金・補助

金制度」が 27.8％、「低金利融資、無担保融資」が 18.3％となっている。  

 

 

 

  

(n = 645)

経営相談窓口の設置

専門家、指導者の派遣、支援機関の紹介

多業種交流会の開催

セミナー、研修会の開催

展示会、商談会の開催

協働企業のマッチング支援

外国語対応（人材の育成等）の支援

低金利融資、無担保融資

設備投資に関する助成金・補助金制度

研究開発に関する助成金・補助金制度

県外・海外への輸送料に関する助成金・補助金制度

選択肢「９～11」以外に関する助成金・補助金制度

取組成功事例紹介

HP、SNS 、ECサイト等インターネットの活用支援

市場、商圏情報の提供

市によるPR活動

特に求める支援策はない

その他

9.5

17.8

11.9

17.1

8.5

9.6

6.5

18.3

27.8

15.5

10.2

9.9

10.7

11.2

9.1

4.2

28.1

2.3

0% 10% 20% 30%
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６．新事業展開について 

（１）新事業展開に向けた取組状況 

 

全ての戦略で「検討していない」が最も高くなっている。事業転換戦略は「検討していない」

が 75.0％と特に高く、「実施している」が 4.3％と他の戦略に比べて低くなっている。  

 

 

 

（２）新事業展開における課題 

 

「必要な技術・ノウハウを持つ人材が不足している」が 31.0％と最も高く、次いで「新事業

展開に必要なコストの負担が大きい」が 30.7％、「特に課題はない」が 28.2％となっている。 

 

 
  

新市場開拓戦略 (n=681)

新商品（新製品）開発戦略 (n=673)

多角化戦略 (n=675)

事業転換戦略 (n=676)

14.7

15.5

10.5

4.3

31.6

30.8

36.9

20.7

53.7

53.8

52.6

75.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実施している 検討している 検討していない

(n = 648)

新事業展開に必要なコストの負担が大きい

金融機関から融資を受けられない

出資者が見つからない

必要な技術・ノウハウを持つ人材が不足している

必要な技術・ノウハウの取得・構築が困難

販路開拓が難しい

意思決定から目標達成までに時間がかかる

参入に際しての法規制が厳しい

市場ニーズの把握が不十分である

自社の強みを活かせる事業の見極めが難しい

自社の商品（製品）・サービスの情報発信が不十分である

新事業展開に向けた適切な相談相手が見つからない

特に課題はない

その他

30.7

6.0

3.7

31.0

22.1

20.2

9.1

3.1

17.1

15.4

10.6

6.2

28.2

2.9

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%
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（３）新事業展開が進めやすくなる支援策 

 

「特に求める支援策はない」が 33.8％と最も高く、次いで「設備投資に関する助成金・補助

金制度」が 26.6％、「低金利融資、無担保融資」が 19.4％となっている。  

 

 
  

(n = 653)

経営相談窓口の設置

専門家、指導者の派遣、支援機関の紹介

多業種交流会の開催

セミナー、研修会の開催

展示会、商談会の開催

協働企業のマッチング支援

外国語対応（人材の育成等）の支援

低金利融資、無担保融資

設備投資に関する助成金・補助金制度

研究開発に関する助成金・補助金制度

県外・海外への輸送料に関する助成金・補助金制度

選択肢「９～11」以外に関する助成金・補助金制度

取組成功事例紹介

HP、SNS 、ECサイト等インターネットの活用支援

市場、商圏情報の提供

市によるPR活動

特に求める支援策はない

その他

11.9

18.5

10.6

15.8

7.2

9.8

3.5

19.4

26.6

16.8

9.0

9.3

10.6

8.1

8.1

3.1

33.8

2.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%
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７．マーケティングについて 

（１）市場ニーズや強みを把握するための取組内容  

 

「同業の経営者、知人との情報交換」が 46.3％と最も高く、次いで「インターネットによる

情報収集」が 46.0％、「顧客や取引先との日常的なやり取りを通じた情報収集及び分析」が 34.0％

となっている。  

 
 
 

（２）自社の強みを活用するための課題 

 

「ノウハウを持った人材が不足している」が 39.0％と最も高く、次いで「企画立案をする担

当部署や体制が整っていない」が 32.7％、「特に課題はない」が 31.2％となっている。  

 
  

(n = 683)

新聞、テレビ、ラジオ等による情報収集

業界専門紙による情報収集

インターネットによる情報収集

同業の経営者、知人との情報交換

販売データ等に基づいた分析

顧客や取引先へのアンケート調査による分析

他社との差別化に向けた分析

顧客や取引先との日常的なやり取りを通じた情報収集及び分析

公的支援機関、金融機関、コンサルタント等外部相談者による評価の把握

官公庁や業界団体、支援機関等が主催するセミナー、展示会への出席

官公庁や業界団体、支援機関等が発表する統計データやレポートによる分析

特に取組は行っていない

その他

28.4

30.0

46.0

46.3

17.1

7.9

19.8

34.0

6.1

8.8

6.0

22.4

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

(n = 669)

企画立案をする担当部署や体制が整っていない

ノウハウを持った人材が不足している

必要なコスト負担が大きい

他社との競合により、製品・サービスの差別化ができない

商品（製品）・サービスの改善・開発につなげる方法がわからない

P Ｒ活動、ブランド戦略につなげる方法がわからない

発揮できる市場がわからない

適切な相談相手が見つからない

特に課題はない

その他

32.7

39.0

17.8

15.2

6.9

12.3

4.8

6.4

31.2

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50%
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（３）マーケティングが進めやすくなる支援策 

 

「特に求める支援策はない」が 31.2％と最も高く、次いで「設備投資に関する助成金・補助

金制度」が 23.0％、「雇用に関する助成金・補助金制度」が 21.2％となっている。  

 

 

 
  

(n = 674)

経営相談窓口の設置

専門家、指導者の派遣、支援機関の紹介

同業種交流会の開催

多業種交流会の開催

セミナー、研修会の開催

展示会、商談会の開催

協働企業のマッチング支援

低金利融資、無担保融資

雇用に関する助成金・補助金制度

設備投資に関する助成金・補助金制度

研究開発に関する助成金・補助金制度

選択肢「９～１1 」以外に関する助成金・補助金制度

取組成功事例紹介

HP、SNS 、ECサイト等インターネットの活用支援

市場、商圏情報の提供

市によるPR活動

特に求める支援策はない

その他

11.6

18.4

11.0

12.2

19.4

7.0

7.3

16.6

21.2

23.0

17.4

8.2

11.3

10.4

7.9

3.3

31.2

1.5

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%
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８．With コロナ、After コロナへの取組について 

（１）感染症拡大前後の取組状況 

 

下記 4 項目について、感染症拡大前と現在では大きな変化はみられないが、すべての取組項

目で、現在より感染症収束後の方が実施意向は強くなっている。特に【新商品・サービスの開発・

提供】、【販売先の多角化・販路開拓】は感染症収束後「実施する予定」は 6 割弱と他の取組項

目と比べて高い。  

 

 

 

 

 

 

  

感染症拡大前 (n=657)

現在 (n=654)

感染症収束後 (n=649)

【新商品・サービスの開発・提供】

11.9

14.1

56.7

36.5

35.5

51.6

50.5

43.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

積極的に実施

（実施する予定）

ある程度実施 実施していない

（実施する予定はない）

感染症拡大前 (n=652)

現在 (n=648)

感染症収束後 (n=648)

【販売先の多角化・販路開拓】

9.4

10.6

59.6

39.1

38.0

51.5

51.4

40.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

感染症拡大前 (n=651)

現在 (n=641)

感染症収束後 (n=643)

【仕入先の分散】

4.0

5.5

38.3

31.6

30.3

64.4

64.3

61.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

感染症拡大前 (n=656)

現在 (n=650)

感染症収束後 (n=648)

【新事業分野への進出】

4.1

7.2

38.7

21.0

21.7

74.8

71.1

61.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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下記 4 項目について、すべての取組項目で現在より感染症収束後の方が実施意向は強くなっ

ている。特に【従業員の能力開発・研修】と【設備投資（維持・更新除く）】では、感染症収束

後「実施する予定」は 6 割前後と他の取組項目と比べて高い。  

 

 

 

 

 

  

感染症拡大前 (n=645)

現在 (n=640)

感染症収束後 (n=642)

【不採算事業からの撤退】

4.2

7.0

30.4

19.4

19.7

76.4

73.3

69.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

積極的に実施

（実施する予定）

ある程度実施 実施していない

（実施する予定はない）

感染症拡大前 (n=661)

現在 (n=657)

感染症収束後 (n=658)

【従業員の能力開発・研修】

12.1

14.6

65.0

43.7

39.1

44.2

46.3

35.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

感染症拡大前 (n=659)

現在 (n=652)

感染症収束後 (n=652)

【設備投資（維持・更新除く）】

8.3

8.9

57.5

39.0

38.3

52.7

52.8

42.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

感染症拡大前 (n=657)

現在 (n=650)

感染症収束後 (n=643)

【災害対策・BCP 策定】

4.3

6.8

45.4

25.3

25.7

70.5

67.5

54.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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下記 4 項目について、【テレワークの活用】と【WEB 会議、オンライン商談】では、現在『実

施している』（「積極的に実施」+「ある程度実施」）割合と感染症収束後「実施する予定」で大

きな変化はなく、現在の取組を継続する意向の企業が多い。一方、【働き方改革】と【海外展開】

では現在より感染症収束後の方が実施意向は強くなっている。なお、【WEB 会議、オンライン

商談】と【働き方改革】では、感染症収束後「実施する予定」は 6 割前後と他の取組項目と比

べて高い。  

 

 

 

 

 

 

  

感染症拡大前 (n=663)

現在 (n=659)

感染症収束後 (n=661)

【テレワークの活用】

4.7

13.7

40.2

15.1

27.5

80.2

58.9

59.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

積極的に実施

（実施する予定）

ある程度実施 実施していない

（実施する予定はない）

感染症拡大前 (n=665)

現在 (n=659)

感染症収束後 (n=660)

【WEB会議、オンライン商談】

8.0

23.1

55.6

19.5

32.6

72.5

44.3

44.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

感染症拡大前 (n=662)

現在 (n=653)

感染症収束後 (n=652)

【働き方改革】

10.6

16.7

64.4

40.6

42.6

48.8

40.7

35.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

感染症拡大前 (n=654)

現在 (n=646)

感染症収束後 (n=648)

【海外展開】

2.1

1.9

13.3

5.4

5.3

92.5

92.9

86.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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（２）従業員の変動状況/感染症拡大前・現在・感染症収束後 

 

【感染症拡大前】と比べ、【現在】は「減少傾向」の割合が高いが、【感染症収束後】は「増加

見込み」としている割合が高くなっている。  

 

 

 

 

（３）今後行政に求める支援策 

 

「人材確保・維持に関する支援」が 44.3％と最も高く、次いで「資金調達に関する支援」が

32.7％、「デジタル化に関する支援」が 29.4％となっている。  
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【2】調査結果のまとめ 

 

市内中小企業の実態について、調査結果をヒト・モノ・カネ・情報のそれぞれの観点から取り

まとめる。  

 

（１）ヒト 

 経営資源・経営力として、同業他社と比べ「人材」や「組織力」が優れていると回答し

た企業は 2～3 割。また、「人材」や「資金力」が同業他社と比べ劣っていると回答した

企業ほど人材育成・定着への取組が進んでいない状況がうかがえる。 

 不足している人材の業務領域は、中核人材では「経営企画（ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ、海外展開等含む）」

および「営業・販売・サービス（販路開拓等含む）」、労働人材では「営業・販売・サー

ビス（販路開拓等含む）」の割合が高い。また、デジタル化、販路開拓、新事業展開、マ

ーケティングなど、各分野における共通の課題として、推進に適した「人材がいない」

と回答している企業が多い。 

 従業員の能力開発・研修の取組状況を全国調査と比較すると、感染症拡大前、現在とも

に低水準。また人材育成の課題としては、「指導・育成を行う能力のある社員がいない、

もしくは不足している」、「指導・育成のノウハウが社内に蓄積していない」、「社員が多

忙で、教育を受けている時間がない」をあげる企業が多い。 

 働き方改革の取組状況は、感染症拡大前、現在、感染症収束後（予定）の各時期で実施

の割合が 5～6 割を占めており、その割合は徐々に増加している。 

 従業員数は、感染症拡大前と比べ「減少傾向」の割合が高くなっており、業種別にみる

と＜宿泊業、飲食サービス業＞でその変化が特に顕著。一方、いずれの業種でも感染症

収束後は現在より「増加見込み」と回答する企業が多い。 

 今後の事業承継に関して意向が決まっていない企業は多いものの、事業承継について何

かしら課題を感じている企業の割合は全国と比較して低く、「特に求める支援策はない」

と回答する企業が多い。事業承継に対し、具体的な検討が進んでいない企業が多い可能

性がある。 

 今後行政に特に求める支援策は、「人材確保・維持に関する支援」が最も高く、人材に関

して企業だけでは解決できない課題を持っている企業が多いことがうかがえる。支援の

内容としては、「雇用に関する助成金・補助金制度」、「人材育成に関する助成金・補助金

制度」など資金面での支援を求める内容が多い。 
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（２）モノ 

 経営資源・経営力として、同業他社と比べ「商品（製品）・サービス力」が優れていると

回答した企業は 4 割弱、「生産力」、「商品（製品）開発力」が優れていると回答した企業

は 2 割にとどまっている。また「マーケティング力」については劣っていると回答した

企業の割合が、優れていると回答した割合を大きく上回っており、課題となっている企

業が多いことがうかがえる。 

 最も取引額が大きい市場について、仕入市場としては『県内』（「市内」+「県内」）が 7

割となっており、感染拡大前・現在・感染症収束後の意向の間で大きな変化はない。県

内で仕入・調達を行っている企業が多いこともあり、コロナ禍における対応は「特に行

っていない」との回答が多い。一方、販売市場としては『県内』で 8 割前後とさらに高

いが、感染症収束後の意向としては、「県外（国内）」の割合が若干高くなっている。市

場を県外にも広げることにより、事業拡大を目指す企業もあるとみられる。 

 販路開拓の取組を実施している割合は、既存市場で 4 割、新規市場で 2 割となっている。

また「商品（製品）・サービス力」が劣っていると回答した企業ほど実施している割合は

低く、販路開拓を実施できていない状況がうかがえる。 

 新事業展開の取組を実施している割合は、すべての戦略で 2 割未満となっているが、平

成 29 年度調査時と比較すると、実施や検討している割合はすべての戦略で増加している。

ただし、新商品・サービスの開発・提供や新事業分野への進出について、全国調査と比

べるとどちらも低水準となっている。新事業展開の課題としては、「必要な技術・ノウハ

ウを持つ人材が不足している」、「必要なコスト負担が大きい」などが上位となっている。 

 デジタル化、販路開拓、新事業展開、マーケティングを推進するうえで求める支援策と

しては、共通して「設備投資に関する助成金・補助金制度」が高くなっている。 
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（３）カネ 

 経営資源・経営力として、同業他社と比べ「資金力」が優れていると回答した企業は 2

割弱であるのに対し、劣っていると回答した企業は 3 割強と上回っている。 

 コロナ禍を機とした借入金の使い道は、「当面の資金繰り（人件費・家賃の支払い等）」

が 8 割弱と大半を占め、全国調査と比べて大幅に高い。また今後の借入を検討している

企業の借入金の使い道については、「商品開発力」や「IT 活用力」が優れていると回答

した企業ほど「新商品（新製品）・新サービスの開発」や「新規事業の立ち上げ」といっ

た積極的な用途の割合が高く、劣っていると回答した企業ほど「当面の資金繰り」の割

合が高くなっている。 

 デジタル化の推進や新事業展開等における課題として「コストの負担が大きい」との回

答が、人材不足や従業員のスキルに次いで上位にあげられている。 

 コロナ禍での事業支援策として 5 割の企業が「持続化給付金」を利用している。今後行

政に求める支援策としては、「資金調達に関する支援」と回答した企業が 3 割強となって

いる。 
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（４）情報 

 経営資源・経営力として、同業他社と比べ「情報収集力」が優れていると回答した企業

は 2 割となっている。「IT 活用力」については優れていると回答した企業は 1 割強、劣

っていると回答した企業は 3 割強となっており、劣っていると考えている企業が大きく

上回っている。 

 コロナ禍を機とした借入金、今後の借入金ともに用途として「デジタル化への投資」を

選択している企業は少数。 

 現在デジタル化に取り組んでいる項目、今後取り組みたい項目はどちらも「経理・会計・

財務管理」、「業務管理」、「人事・労務管理」が上位となっているが、今後取り組みたい

項目では「特にない」と回答した割合も多く、デジタル化への意識は低い企業が一定数

存在する状況。現在デジタル化に取り組んでいる企業に関して、取り組み始めた目的と

しては、「業務効率化、生産性向上」が 8 割と大半を占める。 

 デジタル化への課題としては、人材不足・スキル不足・資金不足などがあげられている。

デジタル化の浸透状況を経営資源・経営力の優劣別にみると、「人材」が優れているほど

浸透度合いが高いことからも、人材等がデジタル化の推進に影響することが推測できる。

デジタル化推進のために求める支援策としては、「設備投資に関する助成金・補助金制度」

のほか、「セミナー、研修会の開催」、「専門家、指導者の派遣、支援機関の紹介」などが

上位の意見となっている。 

 「情報収集力」が優れていると回答した企業ほど、販路開拓への取組を実施している割

合が高い。また、マーケティングにおける市場ニーズや強みの把握方法も様々な手段を

用いているなど、経営戦略に積極的な様子がうかがえる。 

 感染症拡大前と比べ、現在テレワークの活用や WEB 会議、オンライン商談を実施してい

る（「積極的に実施」+「ある程度実施」）割合は大きく増加している。また、感染症収

束後も「実施する予定」と回答している企業の割合も、現在実施している割合からほぼ

横ばいとなっていることから、アフターコロナにおいてもオンラインでの会議・商談の

活用が有効と感じている企業が多いことがうかがえる。 
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